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附則

　　　　第１章　総則

（趣旨）

第１条　この規程は、別に定めがあるもののほか、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第４条、第４条の２及び第16条の５の規定に基づき、消防職員及び消防団員が行う火災予防査察（以下「査察」という。）の執行その他防火の指導について必要なことを定めるものとする。

　（用語の意義）

第２条　この規程における用語の意義は、次の各号に掲げるところによる。

⑴　査察とは、法第４条及び法第16条の５の規定により消防対象物に立ち入り、その位置、構造、設備及び管理の状況を検査し、又は質問を行い、火災予防上又は人命安全上是正を必要とする事項について関係者に指摘し、その是正を促す作用をいう。

⑵　防火対象物、消防対象物及び関係者とは、法第２条に定めるものをいう。

⑶　危険物製造所等とは、法第10条第１項に規定する製造所、貯蔵所及び取扱所をいう。

⑷　一般住宅とは、長屋及び専用住宅等をいう。

第２章　査察

　　　第１節　査察の基本

（査察の原則）

第３条　署長は、この規程に基づき滝川地区広域消防事務組合消防署組織規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第３号）第２条第２項に規定する管轄区域（以下「管轄区域」という。）内の消防対象物について査察を執行し、安全の確保に努めなければならない。

（査察対象物の把握）

第４条　署長は、管轄区域内の査察を執行する必要のある消防対象物（以下「査察対象物」という。）の実態把握に努めなければならない。

（査察実施上の心得）

第５条　査察は、法令義務の履行状況の確認を主体とし、自主管理面に着目して執行しなければならない。

２　査察に従事する者（以下「査察員」という。）が、査察を執行する場合は、法第４条の規定によるほか、次に掲げる事項に留意しなければならない。
⑴　査察員は、常に関係法令に精通するとともに、必要知識のかん養に努めること。

⑵　査察員は、正当な理由なく立入検査を拒み、妨げ又は忌避する者がある場合は、立入検査の要旨を十分に説明し、なお、応じないときは関係者の忌避等の理由を確認するとともにその旨を署長に報告し、指示を受けること。
　⑶　関係者、防火管理者、危険物保安監督者、その他査察対象物の管理について責任のある者に対して査察の旨を告げ、立ち会いを求めて行うこと。
⑷　査察対象物及び関係者の民事的な紛争に関与しないこと。

（是正指導）

第６条　立入検査の結果、消防法又は滝川地区広域消防事務組合火災予防条例（昭和61年滝川地区広域消防事務組合条例第１号。以下「火災予防条例」という。）の規定に違反している事項（以下「不備欠陥事項」という。）を是正させる場合は、関係者に当該不備欠陥事項の内容を具体的に提示するとともに、懇切丁寧に指導を行い、関係者をして速やかな任意の履行が図られるよう努めなければならない。

２　署長は、不備欠陥事項が是正されない場合は、適時適切な判断により行政措置権を行使し、行政目的の確保に努めなければならない。

　　　第２節　査察対象物の区分等

（査察対象物の区分）

第７条　査察対象物は、用途、規模、出火危険及び人命危険等から別表のとおり区分するものとする。

（査察の種類）

第８条　査察の種類は、次のとおりとする。

⑴　定例査察　年間査察計画等の事前計画に基づいて行うもの

⑵　臨時査察　催物等により不特定多数の者の混雑が予想される防火対象物又は仮設興業及び臨時興業が行われる防火対象物についてなど、必要の都度行うもの
⑶　特別査察　年間査察計画等の事前計画以外に行うもので、臨時査察以外のもの

（査察の区分）

第９条　査察対象物の実態に即した効率的な査察を実施するため、次の各号のとおり査察を区分する。

⑴　全体査察　査察対象物について、第14条に規定する検査事項全般にわたり行う査察をいう。

⑵　部分査察　査察対象物の階層、用途、テナント等査察対象物の範囲を限定して実施する査察をいう。

⑶　重点査察　査察対象物の防火管理、保安管理、消防設備等、防火・避難施設その他の第14条に規定する検査事項を限定して実施する査察をいう。

⑷　確認査察　査察により指摘した不備欠陥事項の是正状況を確認する査察をいう。

（査察の編成）

第10条　査察は、消防士長以上の階級にある査察員を長とした編成で執行するものとする。ただし、署長が必要と認めた場合は、この限りでない。

（消防団員の査察）

第11条　消防長は、火災予防のため必要があるときは、当該管轄区域内の消防団員に一般住宅の査察を実施させることができる。

２　第５条の規定は、前項の場合においてこれを準用する。

　　　第３節　査察の執行

（査察計画）

第12条　署長は、査察対象物の実態に即した１年間の査察の計画を年間査察計画表（別記第１号様式）に必要書類を添えて、３月15日までに消防長に報告しなければならない。

（事前通告）
第13条　事前の通告を行わないで実施することができる。ただし、業務執行上支障をきたすと認められる場合はこの限りではない。
（検査事項）

第14条　立入検査は、火災等の予防を主眼として、次の各号に掲げるものの位置、構造、設備及び維持管理の状況について行うものとする。

⑴　建築物その他の工作物及び舟車

⑵　消防用設備等

⑶　火気使用設備及び器具

⑷　危険物及び指定可燃物

⑸　圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他の火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質

⑹　防炎物品

⑺　避難施設

⑻　防火管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者等の業務遂行状況

⑼　電気、ガス、火薬類及び放射性物質等の施設

⑽　その他火災予防上必要と認める事項

２　前項の検査に必要な項目は、別に消防長が定める。

（立入検査の要領）
第15条　立入検査を行う場合は、次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。

⑴　査察対象物の業態、規模等から判断して必要な人員編成で実施すること。

⑵　査察台帳等の資料を携行し、不備欠陥事項の改修、改善その他の措置（以下「改修等」という。）の状況及び建築物の増改築等の状況を確認すること。

⑶　消防用設備等の維持台帳並びに危険物製造所等の定期点検記録等を確認するとともに、必要と認める場合は、建築確認通知書、防火対象物使用開始届、消防計画書、予防規程並びに危険物製造所等の設置及び変更の許可申請書等の書類の提示を求めること。

⑷　必要に応じ査察器具を携行し、活用すること。

　　　第４節　査察結果の処理

（査察台帳の作成及び整理）

第16条　査察員は、査察を執行したときは、次の各号に定める台帳を防火対象物ごとに作成し、当該防火対象物の概要並びに査察の経過等を記録しなければならない。

⑴　査察対象物台帳（別記第２号様式、別記第２号様式の２）

⑵　危険物貯蔵所・取扱所台帳（別記第３号様式）

⑶　少量危険物取扱所台帳（別記第４号様式）

⑷　圧縮アセチレンガス・液化石油ガス貯蔵取扱所台帳（別記第５号様式）

⑸　指定可燃物貯蔵取扱所台帳（別記第６号様式）

（立入検査結果の通知）

第17条　査察員は、立入検査を実施した結果、当該防火対象物に不備欠陥事項が認められた場合は、当該査察対象物の関係者に対して立入検査結果通知書（別記第７号様式）により通知する。ただし、不備欠陥事項が軽微なものであり、口頭により指導を行ったときは、通知を省略することができる。

２　前項の通知する場合においては、指導記録簿（別記第７号様式の２）にその指導状況を記録しておくものとする。

（立入検査結果の報告）

第18条　査察員は、立入検査を行った場合は、その結果を予防査察報告書（別記第８号様式）に、立入検査結果通知書、査察実施簿、査察指導記録表（別記第９号様式、別記第９号様式の２及び別記第９号様式の３）及び第16条各号に定める台帳のうち該当するものを添え、遅滞なく署長に報告しなければならない。

２　署長は、特に必要と認めたとき、前項に掲げる関係書類を添えて、消防長に報告しなければならない。

３　予防課長は、査察が完了したときは、予防査察集計表（別記第10号様式）により、消防長に報告しなければならない。
（立入検査結果通知書の交付）

第19条　立入検査結果通知書は、査察対象物ごとに作成し、原則、関係者に直接交付するものとし、通知書の受領欄に署名押印を求めるものとする。

２　前項による通知書の受領を拒否した場合又は遠隔地に居住しており署名が求められない場合、その他必要あるときは、配達証明、内容証明の取扱い等により郵送するものとする。

（改修等の報告）

第20条　立入検査結果通知書により通知した指摘事項に関する改修等の報告は、立入検査結果通知書の交付後、速やかに改修等報告（計画）書（別記第11号様式）により行わせるものとする。

２　改修等報告書は、立入検査結果通知書を交付する際に立入検査結果通知書に添付するものとする。

３　改修等報告書には、次に掲げる事項を明示しなければならない。

⑴　指摘事項の改修等の完了年月日

⑵　指摘事項の改修等に長期間を要する場合は、改修等の具体的な計画等に関する事項

⑶　その他改修等の報告に必要と認められる事項

（確認査察）

第21条　署長は、改修等報告書の提出があった場合は、必要に応じて当該防火対象物の改修等の状況を調査するために、職員に確認調査を行わせるものとする。ただし、届出書類等で改修状況を確認できる場合は、この限りでない。

２　改修等報告書に前条第３項第２号に掲げる事項の記載があった場合は、改修等の計画に関して適切な指導に努め、改修等の促進を図るものとする。

（違反処理）

第22条　署長は、立入検査により指摘した不備欠陥事項の改修等が行われず、又は改修等報告書の内容に不備があるにもかかわらず指導に応じない場合など、過去の指導経過等から判断して、違反処理が必要であると認めたときは、滝川地区広域消防事務組合違反処理規程（平成15年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号。以下「違反処理規程」という。）に定めるところにより速やかに必要な措置を行うものとする。

（関係行政機関等との連携）
第23条　署長は、立入検査の結果、他法令の防火に関する規定の指摘事項に対しては、主管行政庁に通知し、是正促進を要請するものとする。
２　署長は、消防関係法令以外の法令に係る違反があると認める防火対象物について、法令違反の是正又は火災危険等の排除のための措置を講じるときは、必要に応じて違反建築物照会書（別記第11号様式の２）により、関係行政機関に照会するものとする。
　　　第３章　資料提出及び報告徴収等

（資料提出）

第24条　署長は、火災予防上必要があると認めた場合は、法第４条第１項の規定に基づき、関係者に対して必要な資料の提出を求めるものとする。

２　前項の資料の提出は、関係者の任意によるものとする。

３　署長は、前項の規定による関係者の任意による資料の提出が困難な場合又は適当でないと認めた場合は、資料提出命令書（別記第12号様式）により、資料の提出を命ずるものとする。

（資料の受領及び保管）

第25条　前条の規定により資料を提出させる場合は、当該資料の所有権の放棄又は還付のいずれかの意思を明らかにさせるため、資料提出・報告書（別記第13号様式）にその旨を記入のうえ提出させるものとする。

２　資料の提出者が提出した資料の所有権を放棄する旨の意志表示をした場合は、提出資料受領書（別記第13号様式の２）を交付しなければならない。
３　資料の提出者が提出した資料の返還の意志表示をした場合は、提出資料保管書（別記第13号様式の３）を交付しなければならない。
４　提出資料保管書を交付したときは、当該提出書類は、紛失、き損等しないように保管しなければならない。

５　保管の必要がなくなった提出資料は、当該提出資料の提出者に還付するものとする。

６　前項の提出資料の還付を行う場合は、提出資料保管書と引換えるものとし、同保管書に受領した旨の署名、押印させるものとする。

７　法第16条の５の規定は、前条及び前各項の規定により、署長が関係者に資料の提出を求める場合について準用する。この場合において、「署長」とあるのは「組合長」と読み替えるものとする。

（報告徴収）

第26条　署長は、火災予防上必要があると認めた場合は、法第４条第１項の規定に基づき、関係者に対して必要な報告を求めるものとする。

２　前項の資料の提出は、関係者の任意によるものとする。

３　署長は、前項の規定による関係者の任意による報告が困難な場合又は適当でないと認めた場合は、報告徴収書（別記第14号様式）により、報告を命ずるものとする。

４　前各号の規定による報告を求める場合は、資料提出・報告書（別記第13号様式）を報告者より提出させるものとする。

５　前項の規定による報告があった場合は、受領書（別記第13号様式の２）を当該報告者に交付しなければならない。

６　法第16条の５の規定は、前各項の規定により、署長が関係者に報告を求める場合について準用する。この場合において、「署長」とあるのは「組合長」と読み替えるものとする。

　　　　第４章　火災予防措置

（火災予防措置）

第27条　査察員は、立入検査その他の業務の遂行中において、法第３条第１項及び法第５条の３第１項に規定する命令の措置をとるべきものに該当する違反を発見した場合は、違反処理規程第11条第３項及び第４項の規定により必要な措置をとるものとする。

　　　　第５章　雑則

（報告等）

第28条　署長は、３月31日現在の査察対象物の年間査察実施結果を４月15日までに消防長に報告しなければならない。

（消防本部の査察）

第29条　消防長は、必要があると認めるときは、消防本部予防課職員に査察を行わせるものとする。

２　第５条及び第14条から第27条までの規定は、消防長が消防本部予防課職員に査察を行わせる場合に準用する。この場合において、「署長」とあるのは「消防長」と読み替えるものとする。

　　　附　則

１　この規程は、平成15年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規程の施行の際、既に交付を受けている火災予防指導書にあっては、第17条に規定する立入検査結果通知書の交付を受けているものとみなす。
　　　附　則（平成21年６月11日訓令第３号）
　この規程は、公布の日から施行する。

附　則（平成25年５月７日訓令第１号）
この規程は、公布の日から施行する。
附　則（平成26年３月28日訓令第３号）
　この規程は、公布の日から施行する。
　　　附　則（令和元年９月27日訓令第４号）
　この規程は、令和元年７月１日から施行する。
別　表（第７条関係）

	区　　　　　　分
	対　　　　　　　　象

	第１種査察対象物
	政令別表第１⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項、⑼項イ及び⒃項イに掲げる防火対象物のうち、政令第４条の２の２の規定の適用を受けるもの

	第２種査察対象物
	ア　政令別表第１⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項、⑼項イ及び⒃項に掲げる防火対象物のうち、法第８条第１項の規定の適用を受けるもの（第１種査察対象物に該当するものを除く。）

イ　政令別表第１⒄項に掲げる防火対象物

	第３種査察対象物
	政令別表第１⑸項ロ、⑺項、⑻項、⑼項ロ及び⑽項から⒂項までに掲げる防火対象物のうち、法第８条第１項及び政令第21条第１項の規定の適用を受けるもの

	第４種査察対象物
	危険物製造所等

	第５種査察対象物
	第１種査察対象物から第４種査察対象物に掲げる以外の防火対象物及び消防対象物


備考　政令とは、消防法施行令（昭和36年政令第37号）をいう。
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